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平成２３年度中間決算説明会

More For You もっと、街・暮らし・笑顔のために
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第1章
 
２３年９月期の実績
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貸出金：期末残高

 

２兆８，１３３億円

年伸率：＋３．１％

増加額：＋８７０億円

経
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利

 

益：１１２億円

 

(前年同期比＋５６億円)

不良債権比率

２．５２％

(前年同期比:△０.０８％）
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性
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性
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性

預金等：期末残高

 

３兆５，０８３億円

年伸率：＋４．３％

増加額：＋１，４７０億円

中間純利益：

 

６７億円

 

(前年同期比＋３７億円)  

不良債権残高

７１５億円

(前年同期比：△２億円)

自己資本比率（単体）

１０．４８％

 
(前年同期比：△０．２５％）

２３年９月期決算の概要２３年９月期決算の概要

収 益 の 推 移

•貸出金残高は、前年同期比＋８７０億円（＋３.１％）の２兆８，１３３億円
•預金等残高は、前年同期比＋１,４７０億円（＋４.３％）の３兆５，０８３億円
•実質業務純益は、前年同期ほぼ横ばいの９９億円を確保
•経常利益・中間純利益は、中間期では過去最高益を計上

•貸出金残高は、前年同期比＋８７０億円（＋３.１％）の２兆８，１３３億円
•預金等残高は、前年同期比＋１,４７０億円（＋４.３％）の３兆５，０８３億円
•実質業務純益は、前年同期ほぼ横ばいの９９億円を確保
•経常利益・中間純利益は、中間期では過去最高益を計上

実質業務純益：

 

９９億円

 

(前年同期比

 

△１億円)

コア業務純益 ：１０４億円

 

(前年同期比

 

△９億円) 88
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預り資産：期末残高

 

５，４４８億円

年伸率：＋３．９％

増加額：＋２０５億円
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利益の状況利益の状況①①

前年同期比

増減額

業務粗利益 1 27,766 △ 220

資金利益 2 25,692 △ 43

役務取引等利益 3 2,014 △ 197

その他業務利益 4 59 20

（債券５勘定尻） 5 △ 533 854

（金融派生商品収益等） 6 592 △ 834

経費 (臨時費除く）(△) 7 17,835 △ 106

うち、人件費(△) 8 9,178 △ 34

うち、物件費(△) 9 7,713 △ 88

実質業務純益 10 9,931 △ 113

コア業務純益 11 10,464 △ 968

実績番号

２３年９月期の収益状況２３年９月期の収益状況 【資金利益】
（増加要因）
①貸出金利息（Ｖ要因）

 

6.5億円
②有価証券利息（Ｖ要因）3.6億円
③預金等支払利息減少

 

7.0億円
④ｽﾜｯﾌﾟ支払利息減少

 

1.2億円
（減少要因）
①貸出金利息（Ｒ要因）

 

15.4億円
②有価証券利息（Ｒ要因）2.5億円
③その他

 

0.8億円

•資金利益は、計画通りに推移し前年同期並みの２５６億円
•役務取引等利益は、前年同期比１億円減少の２０億円
•経費は、前年同期比１億円の減少

•資金利益は、計画通りに推移し前年同期並みの２５６億円
•役務取引等利益は、前年同期比１億円減少の２０億円
•経費は、前年同期比１億円の減少

（単位:百万円）

【債券ｵﾌﾟｼｮﾝ運用（ﾊﾞｲﾗｲﾄ）の圧縮】
22/9期

 

23/9期

債券売却損(△)

 

13億円

 

5億円
金融派生商品収益

 

13億円

 

5億円

【役務取引等利益】
（増加要因）
①預り資産手数料増加

 

1.1億円
（減少要因）
①住宅ﾛｰﾝ支払保険料増加

 

0.8億円
②ｼ･ﾛｰﾝ関係手数料減少

 

0.4億円
③為替手数料減少

 

0.3億円
④その他

 

1.5億円
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利益の状況利益の状況②②

２３年９月期の収益状況２３年９月期の収益状況

前年同期比

増減額

12 - △ 973

業務純益 13 9,931 859

臨時損益 14 1,305 4,754

15 △ 2,461 △ 1,465

16 226 △ 2,240

17 3,993 3,979

うち貸倒引当金戻入益 18 3,135 3,135

うち償却債権取立益 19 463 463

経常利益 20 11,235 5,614

特別損益 21 △ 21 △ 310

税引前中間純利益 22 11,213 5,304

中間純利益 23 6,799 3,758

24 8.29% 0.37%

自己資本比率 25 10.48% △ 0.25%

実績

Tier１比率

番号

一般貸倒引当金繰入額（△）

株式関係損益(株式3勘定尻)

不良債権処理費用（△）

その他

【与信関係費用の内訳】

前年同期比60億円減少の△33億円

【株式関係損益の内訳】
①株式等売却益

 

1.7億円
②株式等売却損 (△) 19.1億円
③株式等償却(△)       7.2 億円

5

・与信関係費用は、前年同期比６０億円減少の△３３億円
・経常利益は、前年同期比５６億円増加の１１２億円
・中間純利益は、前年同期比３７億円増加の６７億円

・与信関係費用は、前年同期比６０億円減少の△３３億円
・経常利益は、前年同期比５６億円増加の１１２億円
・中間純利益は、前年同期比３７億円増加の６７億円

中間期では過去最高益

（単位:百万円）

（一般貸倒引当金繰入）

 

（△46）

（個別貸倒引当金繰入）

 

（

 

15）

前 年 同 期 比
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 － △  9 9
不 良 債 権 処 理 費 用 2 △  22 24
　　うち個 別 貸 倒 金 繰 入 － △  19 19
貸 倒 引 当 金 戻 入 益（△ ） 31 26 4
償 却 債 権 取 立 益（△ ） 4 1 3
合 計 △  33 △  60 26

22年 9月 期
23年 9月 期

（単位：億円）
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運用・調達実績運用・調達実績

(単位：％)

1 1.577 △ 0.100

貸出金利回り 2 1.754 △ 0.115

有価証券利回り 3 1.102 △ 0.080

4 0.081 △ 0.045

（預金等利回り） 5 0.081 △ 0.045

<預金等貸出金利回差> 6 1.673 △ 0.070

7 1.168 △ 0.094

8 0.409 △ 0.006

２３年９月期 前年同期比

 資金調達原価

 総資金利鞘

項          目

 資金運用利回り

 預金利回り

増減額 増減率

貸 出 金 27,744 751 2.7%

有 価 証 券 6,915 652 10.4%

預 金 等
（ NCD を 含 む ） 34,700 1,136 3.3%

預 り 資 産 残 高
（ 末 残 ） 5,448 205 3.9%

(単位：億円)

23年9月期
前年同期比

項         目

期中平残期中平残

利回り等利回り等

利回り等推移

•貸出金平残は、前年同期比７５１億円（＋２．７％）の伸び
•総資金利鞘は、前年同期比０．００６％縮小の０．４０９％

•貸出金平残は、前年同期比７５１億円（＋２．７％）の伸び
•総資金利鞘は、前年同期比０．００６％縮小の０．４０９％

2.090
2.088

1.957 1.869
1.754

1.843

1.743
1.788

1.750
1.673

1.167 1.182
1.102

1.233

1.503

0.245 0.207
0.126 0.081

0.302

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

(単位：％)

貸出金利回り

預金等貸出金利回差

有価証券利回り

預金等利回り
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貸出金の推移貸出金の推移

貸出金の推移貸出金の推移

13,306 13,421 13,430
13,008 13,184(+176)

12,387
       (+483)

11,904
11,359

10,582
9,808

2,562
(+212)2,3502,1492,4682,305

0

4,000

8,000

12,000

16,000

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

事業性貸出 非事業性貸出 地公体等

( )は前年同期比

貸出金内訳の推移

•貸出金残高は、前年同期比８７０億円（年率３．１％）増加の２兆８，１３３億円
•特に、非事業性貸出は、前年同期比４８３億円増加、年率４．１％の高い伸びを維持
•県内シェアは、前年同期比０．２８ポイント上昇し、１５．５５％

•貸出金残高は、前年同期比８７０億円（年率３．１％）増加の２兆８，１３３億円
•特に、非事業性貸出は、前年同期比４８３億円増加、年率４．１％の高い伸びを維持
•県内シェアは、前年同期比０．２８ポイント上昇し、１５．５５％

    項                  目 19/9 20/9 21/9 22/9 23/9
期　　末　　残　　高 25,419 26,471 26,938 27,262 28,133
　　　増　　加　　額 2,005 1,052 466 324 870
　　　伸　　び　　率 8.5 4.1 1.7 1.2 3.1
地 銀 平 均 伸 び率 2.6 2.9 2.6 0.6 2.0

（当行一般貸出金残高） (23,114) (24,003) (24,789) (24,912) (25,571)
（増　加　額） (1,562) (889) (786) (123) (659)
（伸 び 率）　 (7.2) (3.8) (3.2) (0.5) (2.6)

(単位：億円、％）

14.30%
14.82%

15.24% 15.27%
15.55%

10%

12%

14%

16%

18%

１９／９ ２０／９ ２１／９ ２２／９ ２３／９

県内貸出金シェアの推移（単位：億円）
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預金等残高預金等残高・預り資産・預り資産残高の推移残高の推移

1,849 1,355 1,170 1,136
1,044

1,516 1,951 2,366

2,176 2,223 2,154 2,0361,941

1,287
999

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

(単位：億円)

国債 投信 保険

   （4,819） （4,911）
（5,243）

（5,448）

(4,790)

24,497
24,940

23,73422,790

25,723

（+783）

8,5328,155

9,229

(+696）

7,289
7,059

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

個人 法人(地公体含む）

当行伸び率 地銀伸び率

(30,079) (30,793)
(32,652) (33,472)

(34,952)

（単位：億円）
預り資産残高の推移

（単位：％）

預金等の推移預金等の推移

預金残高の推移

・預金残高は、前年同期比１，４７９億円（年率４．４％）増加の３兆４，９５２億円
・特に、個人預金は、前年同期比＋７８３億円の２兆５，７２３億円と順調に増加
・預り資産残高は、前年同期比２０５億円（年率３．９％）増加の５，４４８億円

・預金残高は、前年同期比１，４７９億円（年率４．４％）増加の３兆４，９５２億円
・特に、個人預金は、前年同期比＋７８３億円の２兆５，７２３億円と順調に増加
・預り資産残高は、前年同期比２０５億円（年率３．９％）増加の５，４４８億円

    項                   目 19/9 20/9 21/9 22/9 23/9
    預金残高 （末残） 30,079 30,793 32,652 33,472 34,952
    　　　　　　伸び率 3.2 2.3 6.0 2.5 4.4
    　　　　 地銀平均 2.2 1.4 2.9 2.4 3.6
　　NCD残高（末残） 1,100 789 173 139 130
    預 り 資 産 残 高 4,790 4,819 4,911 5,243 5,448
    　　　　　　伸び率 24.6 0.6 1.8 6.7 3.9

(単位:億円、％）
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役務利益および経費の推移役務利益および経費の推移

経費およびコアＯＨＲの推移

991
983

963 926 942

9,1789,2139,077
9,3319,301

7,713
7,8028,024

8,2047,772

63.02%
61.07%

63.68%

63.57%

60.90%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

(単位：百万円)

40%

50%

60%

70%

80%

税金

物件費

人件費

コアＯＨＲ（右目盛）

(18,066) (18,519) (18,065) (17,942) (17,835)

・預り資産手数料は、前年同期比１億１０百万円増加の１３億３７百万円
・コアＯＨＲは、６３.０２％

・預り資産手数料は、前年同期比１億１０百万円増加の１３億３７百万円
・コアＯＨＲは、６３.０２％

（

 

）内は、経費合計

1,222

613 461 521 634

618

520
347

685 649

20

52

66

98

53

3,181

2,402
2,014

1,934

2,212

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

（単位：百万円）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

投信関連 保険窓販 国債等 役務利益合計(右目盛）

（1,939）

（1,201）

（861）

（1,227） （1,337）

役務利益の推移

（

 

）内は、預り資産手数料合計
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貸出金の状況貸出金の状況

業種別構成割合の地銀平均比較（２３／３月末対比）

•貸出金の業種別構成は地銀平均と比較して、不動産業（個人による貸家業を含む）が５．２％、住宅ローン等が７．５％上回る
•個人による貸家業（アパートマンションローン）は、前年同期比２３３億円（年率８．７％）増加し、２，９０２億円

•貸出金の業種別構成は地銀平均と比較して、不動産業（個人による貸家業を含む）が５．２％、住宅ローン等が７．５％上回る
•個人による貸家業（アパートマンションローン）は、前年同期比２３３億円（年率８．７％）増加し、２，９０２億円

当行（23/9） 地銀平均（23/3） 平均比

製造業 10.5% 13.2% △ 2.7%

農業・林業・鉱業 0.2% 0.5% △ 0.3%

建設業 4.9% 4.1% 0.8%

電気・ガス・熱供給・水道業 0.5% 1.0% △ 0.5%

情報通信業 0.3% 0.8% △ 0.5%

運輸業・郵便業 3.3% 3.3% 0.0%

卸売・小売業 7.9% 11.3% △ 3.4%

金融・保険業 2.8% 4.1% △ 1.3%

不動産業・物品賃貸業 19.6% 14.4% 5.2%

(うち、個人による貸家業) (10.3%) - -

各種サービス業 7.3% 8.8% △ 1.5%

地方公共団体 6.2% 9.5% △ 3.3%

その他（住宅ﾛｰﾝ等） 36.5% 29.0% 7.5%

計 100.0% 100.0%

2,388 2,529 2,668 2,812 2,902

1,962
1,961

1,954
1,938

1,981

166

254
214

191 177

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

２１／９ ２２／３ ２２／９ ２３／３ ２３／９

個人による貸家業（ｱﾊﾟｰﾄﾏﾝﾝｼｮﾝ） 法人 土地開発公社等

(4,604)
  (4,704) (4,813) （4,927）

（5,049）

不動産業の内訳 （単位：億円）

個人による貸家業の伸長
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不良債権の状況不良債権の状況

・不良債権残高は、７１５億円と前年同期比２億円減少、不良債権比率は前年同期比０．０８ポイント低下の２.５２％
・与信関係費用は、前年同期比６０億円減少の△３３億円。

・不良債権残高は、７１５億円と前年同期比２億円減少、不良債権比率は前年同期比０．０８ポイント低下の２.５２％
・与信関係費用は、前年同期比６０億円減少の△３３億円。

不良債権比率と信用コスト率の推移

217 163

299
293 325 344 372

212

235 173 156 180

143
271 273

0

200

400

600

800

1,000

19／9 20／9 21／9 22／9 23／9

(単位：億円）

破産更生債権等 危険債権 要管理債権

(654)
(798) (771)  (717) (715)

（

 

）内は、不良債権額

不良債権残高（再生法ベース）の推移 （単位：％）

11

１９／９ ２０／９ ２１／９ ２２／９ ２３／９

不良債権比率 2.54 2.98 2.83 2.60 2.52

信用コスト率 0.02 0.64 0.57 0.19 △0.24

与信関係費用の推移

0.42

0.52

0.66

0.75

0.52

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

（単位：％）

＜参考＞

 

23/9期

 

地銀平均(当行試算)
不良債権比率：3.14％ 信用コスト率：0.06％

住宅ローンの延滞率推移

（月越延滞以上を延滞先としてカウント）

△ 7

△ 46

9
2321 15

5158

7
19

△ 33

76
84

26

3

△ 60

△ 40

△ 20

0

20

40

60

80

100

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

（単位：億円）

一般貸倒引当金繰入 個別貸倒引当金繰入 与信関係費用
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有価証券の状況有価証券の状況

(6,460)
(6,099)

(5,231)

1,985 1,675 1,648

2,617

1,216
1,195 1,328

1,654

2,003
1,406

1,251 1,054

1,137

1,496

591

408 371

347

332

2,177

826

510 582

626

780

- 5 6

1 2 7

3 5

1 0 1 1 0 1

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

１９／９ ２０／９ ２１／９ ２２／９ ２３／９

-100

-50

0

50

100

150

200
（単位：億円）

国債 地方債 社債

株式 その他 含み損益（右目盛）

（ 6 ,0 2 4 ）

（ 5 , 0 4 1 ） （ 4 ,9 8 5 ）

（ 5 , 9 4 2 ）

（ 7 , 2 3 1 ）（　）内は、有価証券計 ＜有価証券残高増加(+1,288億円)の主な要因＞
（前年同期比）

国債

 

＋440億円
地方債

 

＋349億円
社債

 

＋359億円
株式

 

△

 

15億円
その他

 

＋154億円
(円建外債

 

＋133億円)
(外貨建外債

 

＋25億円)

•有価証券は、国債、地方債、社債の積増しにより増加。
•保有株式（時価）は、３３２億円とＴｉｅｒ１（１，５４１億円）の２１％

•有価証券は、国債、地方債、社債の積増しにより増加。
•保有株式（時価）は、３３２億円とＴｉｅｒ１（１，５４１億円）の２１％

3.2

2.5

2.4

4.1
4.2

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

有価証券残高の内訳推移

債券デュレーションの推移

（単位：年）

PIIGS関連の
外債保有なし
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199

137

224

86

1,541

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

金利リスク 価格変動リスク

信用リスク オペレーショナルリスク

13

資本の状況資本の状況

941 941 941 941 941

516 516 599511476

407516517499452

10.4810.7310.39 10.40 10.39
8.29

7.927.617.757.93

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

19/9 20/9 21/9 22/9 23/9

0

2

4

6

8

10

資本金・準備金 剰余金等

Tier2等 自己資本比率(右目盛)

Tier1比率(右目盛）

(1,911) (1,958) (1,935) (1,969) (1,949)

自己資本比率等の推移

（

 

）内は、自己資本額

•自己資本比率は

 

１０．４８％（前年同期比△０．２５ポイント）
•Ｔｉｅｒ1比率は、８．２９％（前年同期比＋０．３７ポイント）

•自己資本比率は

 

１０．４８％（前年同期比△０．２５ポイント）
•Ｔｉｅｒ1比率は、８．２９％（前年同期比＋０．３７ポイント）

（単位：億円、％） リスク量の状況

 

（23年9月末） （単位：億円）

配賦原資（Tier１） リスク量

（646）

十分なバッファー
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（単位：億円、％）

単体

中 間 純 利 益 67 67 △0 98.61

連単比率

111.20

105.74

383

112

426

項   目
連結

23/9期
連単差額

6118

42経 常 収 益

経 常 利 益

ぶぎんぶぎんグループの決算状況グループの決算状況

（単位：億円、％）

自 己 資 本 比 率 10.73 10.82 △ 0.09

項   目

経 常 収 益

23/9期

39

前年同期比

67

15

61経 常 利 益

中 間 純 利 益

426

118

22/9期

410

57

27

連単比較連単比較

前年同期比較前年同期比較

・連結経常利益は、１１８億円（前年同期比＋６１億円）、連結中間純利益は、６７億円（前年同期比＋３９億円）・連結経常利益は、１１８億円（前年同期比＋６１億円）、連結中間純利益は、６７億円（前年同期比＋３９億円）
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２４年３月期の業績予想２４年３月期の業績予想

前年比
増減額

業務粗利益 1 551 △ 9

2 510 △ 5
3 38 △ 2

4 1 △ 1

5 △ 9 10

6 11 △ 12

経費 7 360 4

8 184 0

9 159 4

実質業務純益 10 190 △ 15

コア業務純益 11 200 △ 25

12 - △ 8
13 190 △ 6

14 △ 23 46

15 △ 39 △ 30

16 4 △ 54
17 20 21

うち貸倒引当金戻入益 18 12 12

うち償却債権取立益 19 7 7

20 167 41

21 △0 △ 8

税引前当期純利益 22 166 31

当期純利益 23 100 27
24 8.24% 0.33%

自己資本比率 25 10.66% △ 0.01%

(臨時費除く）(△)

うち、人件費(△)

うち、物件費(△)

Tier１比率

業務純益

一般貸倒引当金繰入額（△）

株式関係損益(株式3勘定尻)

不良債権処理費用（△）

その他

役務取引等利益

その他業務利益

（債券５勘定尻）

（金融派生商品収益等）

番号

臨時損益

経常利益

特別損益

資金利益

予想
＜期末貸出金残高＞

2兆8,700億円（前年比＋751億円、年率2.6%）
＜期末預金等残高＞

3兆5,450億円（前年比＋979億円、年率2.8%）
＜有価証券期中平残＞

7,189億円（前年比＋917億円）

【債券ｵﾌﾟｼｮﾝ運用（ﾊﾞｲﾗｲﾄ）の圧縮】
23/3期

 

24/3期

債券売却損(△)

 

19億円

 

10億円
金融派生商品収益

 

23億円

 

10億円

（単位:億円）

【与信関係費用の内訳】

前年比68億円減少の△14億円

【Ｔｉｅｒ１比率・自己資本比率

 

】
・内部留保積み上げによるＴｉｅｒ１比率向上
・Ｔｉｅｒ２は圧縮の方向性

前 年 比
一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 － △  8 8
不 良 債 権 処 理 費 用 4 △  5 4 59
　 　 う ち 個 別 貸 倒 金 繰 入 － △  5 1 51
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 （ △ ） 1 2 7 4
償 却 債 権 取 立 益 （ △ ） 7 △  1 9
合 計 △  1 4 △  6 8 53

2 4 年 3月 期
2 3年 3月 期

（一般貸倒引当金繰入）

 

（△43）

（個別貸倒引当金繰入）

 

（

 

31）

（単位：億円）
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中期経営計画中期経営計画
 
進捗状況進捗状況

10.50％程度
（Tier１比率８％程度）

10.50％程度
（Tier１比率８％程度）

1％台1％台

コア業務純益コア業務純益

当期純利益当期純利益

自己資本比率自己資本比率

不良債権比率不良債権比率

ＲＯＥＲＯＥ 6.00％6.00％

10.67％10.67％

2.53％2.53％

4.74％4.74％

２５年３月期目標２５年３月期目標２３年３月期２３年３月期

16

実質業務純益実質業務純益

中期経営計画「ＮＥＷ

 

ＰＲＯＪＥＣＴ

 

６０」中期経営計画「ＮＥＷ

 

ＰＲＯＪＥＣＴ

 

６０」

２２年３月期２２年３月期

10.50％10.50％

2.78％2.78％

2.53％2.53％

211 220200225
205202 190 205

41
73 100 100

0

1 0 0

2 0 0

3 0 0
コア業務純益 実質業務純益 当期純利益(億円)

＜主要指標＞

＜収益目標＞

２４年３月期予想２４年３月期予想
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第２章
 
主な業務運営施策
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埼玉県＝肥沃な経済圏埼玉県＝肥沃な経済圏

総

 

人

 

口

 

719万人

 

2010年10月

 

全国５位

事 業 所 数 24.8万ヶ所 2006年10月 全国５位

県 内 総 生 産

 

20.7兆円

 

2008年度

 

全国５位

製造品出荷額等

 

12.2兆円

 

2010年度

 

全国６位

県 民 所 得

 

20.8兆円 2008年度

 

全国５位

埼玉県＝産業・人口が高度に集積した肥沃な経済圏

・県南部を中心とした人口増加

・交通インフラの整備を背景とした

産業立地の進展

≪強靭な銀行≫
～どのような環境変化にも耐えうる

財務体質及び収益力～

≪強靭な銀行≫
～どのような環境変化にも耐えうる

財務体質及び収益力～

≪存在感のある銀行≫
～県内における磐石な営業基盤～

≪存在感のある銀行≫
～県内における磐石な営業基盤～

≪信頼感のある銀行≫
～お客さまを徹底してサポートし、

信頼を勝ち得る～

≪信頼感のある銀行≫
～お客さまを徹底してサポートし、

信頼を勝ち得る～

お客さま目線に基づいた
「顧客接点の強化」

「総合取引」を重視した
推進態勢

「面」の営業態勢の
確立・強化

法人

個人

地公体

中期経営計画「NEW

 

PROJECT

 

60」（H22/4～H25/3）
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法人部門戦略法人部門戦略

法人貸出先数 新成長分野への貸出増強

・面営業による接点強化
・震災関連を含めた様々な需資にタイムリーに対応

・新規開拓活動の強化
・取引解消防止に向けた取組みの展開
・小規模事業所への推進強化

・環境･研究開発･医療分野などに対する取組み強化

事業性貸出金残高法人マーケットへの取組み

17,65017,64917,643
17,99118,037

18,316

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

21/3 21/9 22/3 22/9 23/3 23/9 24/3

（単位：先）
実行金額累計
（単位：億円）

13,430 13,340 13,008 13,237
13,921

13,184

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

21/3 21/9 22/3 22/9 23/3 23/9 24/3

（単位：億円）

166
256

81

118

0

100

200

300

400

22/9 23/3 23/9

環境・研究開発・医療分野 その他

（247）

（375）

（11）

環境など3分野を
中心に伸長

ボリュームの増強ボリュームの増強

貸出先数の増加貸出先数の増加

新成長分野への取組み新成長分野への取組み
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個人部門戦略個人部門戦略

（単位：百万円）

384 461 491 521

340
347

505
685

545 634

601
649

48
53

52

27

46

20

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

21/3 21/9 22/3 22/9 23/3 23/9 24/3

投信関連 保険窓販 国債等

（770） （861）

（1 ,0 24）

（1 ,2 27） （1 ,1 95）
（1 ,3 37）

預り資産収益額

・住宅ローンセンターによる業者開拓

・営業店による資産活用型ローン借換・新規案件の

獲得

・面営業を通じた「集まる預金」の仕組みづくり
→年金・給振などセット化による歩留り向上

・全員営業定着化に加え、本部専門スタッフとの
帯同セールスを通じた提案力の向上

7,467 7,571 7 ,796 7 ,934

3,689 3,788 3,883 3,970

8,2108,153

4,1774,088

0

2 ,000

4 ,000

6 ,000

8 ,000

10 ,000

12 ,000

14 ,000

21/3 21/9 22/3 22/9 23/3 23/9 24/3

住宅ローン その他個人ローン

非事業性貸出残高 （単位：億円）

(11,156) (11,679) 
(12,241)

(12,387)

25,315
25,723

24,94024,766

24,143
24,497

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

21/3 21/9 22/3 22/9 23/3 23/9 24/3

個人預金残高 （単位：億円）

(11,904) 
(11,359) 

個人マーケットへの取組み

（

 

）内は収益額合計

個人ローンの増強個人ローンの増強

預金・預り資産の増強預金・預り資産の増強
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地公体部門戦略地公体部門戦略

･本部・営業店のクロス外交による取引深耕
･地公体のニーズをタイムリーに捉える

22年度に地公体との取引浸透度１００％達成。
預金・貸出金ともに活動開始当初の３倍に伸長。

･外郭団体・職域取引への取組みを強化

地公体マーケットへの取組み 地公体との取引浸透度推移
地公体本体取引のみ（単位：先）

地公体預金残高 地公体本体取引のみ

 

（単位：億円）

743

1,367
1,179

1,431

1,914

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

18/9 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

33

56 65 63 64

38
14

5 1

0

20

40

60

80

18/9 19年度 20年度 21年度 22年度

本体取引先数 未取引先数

※市町村合併により70市町村→64市町村へ（23年9月末時点）

地公体貸出金残高

565

1,073
1,274 1,390

1,742

0

500

1,000

1,500

2,000

18/9 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

地公体本体取引のみ

 

（単位：億円）

浸透度
100％地公体新規開拓・シェアアップ活動（18年9月～）地公体新規開拓・シェアアップ活動（18年9月～）
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営業態勢改革の成果営業態勢改革の成果

「面営業」の成果

21,759

18,505

15,000

20,000

25,000

23/3 23/9 24/3

（単位:先）

3,302
3,416

2,500

3,000

3,500

4,000

23/3 23/9 24/3

（単位：先）法人メイン化先数 個人メイン化先数

32,604

46,380

20,000

30,000

40,000

50,000

「面営業」

展開前

「面営業」

展開後

1ヶ月あたり訪問件数

訪問件数推移

訪問件数の
増加

質・量両面での
顧客接点拡大

法人・個人の
メイン化先の
増加

面営業の定着

（21年9月） （23年9月）

訪問件数
＋13,776件
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営業態勢の強化営業態勢の強化

・２３年１０月、豊富な経験を有する４名を富裕層新規

開拓専担者として３エリアに配置

・取引のない富裕層のコンサルティングニーズの掘り起し

や資産活用型ローン等の案件発掘活動に特化

富裕層取引の裾野拡大に向けた態勢整備

・２３年１０月、開拓スキルと経験を

有する８名を４エリアに配置

・年商５億円以上の中小及び中堅企業の

新規開拓に特化

・２３年５月、１３名を６エリアに配置

・小規模事業所に対する深耕・取引復活

活動を展開

→延べ１万社を訪問し、約100社の取引復活に寄与

・２３年１０月より、新規開拓活動も

展開

営業力の更なる強化へ

法人貸出先増加に向けた態勢強化

法人新規開拓専担者の配置法人新規開拓専担者の配置

企業担当

営業担当 営業担当

企業担当
法人新規開拓

専担者

ビジネス
サポーター

富裕層新規開拓
専担者

本部スタッフ

スキルや
ノウハウを

還元

本部
スタッフ

従来 将来のビジョン

質と量を伴った
営業力強化

研修等の
充実

小規模事業所を専門に活動する
「ビジネスサポーター」の活動定着・高度化

小規模事業所を専門に活動する
「ビジネスサポーター」の活動定着・高度化
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コンサルティング機能の強化コンサルティング機能の強化

・海外進出支援に向けた態勢強化

・セミナー・勉強会の開催

・アライアンス強化による情報・現地金融
サービスの提供

 

ＪＢＩＣ、カシコン銀行（タイ）など

・中国人民元建て貿易取引（送金）の取扱い

・「タイ洪水災害復旧支援ファンド」創設
総額１００億円、進出企業を支援

・遺言信託などソリューションの充実

・若手経営者・事業後継者の育成支援

→「ぶぎん若手経営塾」開催

・行員一人ひとりのソリューション力向上に

向けた研修会の充実

相続・事業承継に強い銀行

国際業務の強化～海外進出企業を支援～

＜地方銀行フードセレクション＞

・農産品生産者の販路拡大等を

支援するビジネスマッチング

・県産品の「地産地消」をＰＲ

→来場者６万人超と大盛況に！

・「食」に関する大商談会

・地銀３７行共催の全国規模の

イベント

→販路拡大に寄与！

ビジネスマッチング実績推移（累計）ビジネスマッチング実績推移（累計）

マッチングの機会創出マッチングの機会創出

ビジネスマッチングへの取組み

＜農商工出会いフェア＞

（単位：件）

（

 

）内は商談実績累計

209
313

42369

133

202
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22/9 23/3 23/9

成約

未成約

(278)

(446)

(625)
成約実績も

着実に伸長
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＜新たな営業拠点の展開＞

成長性の高い県内空白エリアにフルバンキング

店舗を展開

＜既存店舗の移転・リニューアル＞

地域のニーズにマッチした店舗を志向

移転・リニューアルを継続的に実施

25

営業チャネルの強化営業チャネルの強化

＜利便性と安全性の追求＞

・インターネットバンキングの機能拡張・セキュリティ強化

・ホームページを使い易くリニューアル

＜キャッシュポイントの充実＞

・ローソンＡＴＭとの業務提携

非対面チャネルの充実対面チャネルの強化

和光支店（23年6月） 東浦和支店（23年7月）

戦略的なインフラ整備

接点の一層の強化

顧客基盤の強化へ
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新事務センター建設：24年10月竣工予定

・営業店事務の本部集中拠点
・分散しているセンター機能を集約

災害時の危機対応の拠点としても
活用が可能

26

営業店改革へ向けた中長期的な取組み営業店改革へ向けた中長期的な取組み

・システムによる集中化

・事務フローの抜本的見直し

・お客さまをお待たせしない窓口

・ゆっくりと相談いただけるレイアウト

・電子稟議システムの稼動（23年10月）

稟議・審査業務のペーパーレス化

→スピード及び精度向上

営業店事務の合理化 本部集中拠点～新事務センター

事務合理化を通じ「営業」のウェイトを拡大

（スペースと時間の両面で拡大）

＜イメージ＞

営業店を真の「営業」の場に

後方事務の本部集中化

窓口・店頭態勢の改革

融資業務の効率化

現在６ヵ店で試行
→新事務センター
竣工後全店へ展開

事務処理

営業

事務処理

営業後方事務の本部集中化
窓口・店頭態勢の改革
融資業務の効率化
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金融円滑化への取組み金融円滑化への取組み

中小企業金融円滑化の実績
＜21年12月法施行～23年9月末＞

コンサルティング機能を発揮した真摯な取組み

中小企業向け実行率

実行

11,069件

2,448億円

（98.0％）

謝絶

274件

51億円

（2.0％）

住宅資金借入者向け実行率

実行

1,647件

274億円

（95.7％）

謝絶

71件

12億円

（4.3％）

11,343件

2,499億円

1,718件

286億円

お
客
さ
ま

・経営改善計画策定支援
・定期的なモニタリング
・訪問等を通じた実態の把握
・休日相談会の実施

営業店

本部

中小企業向け《企業経営支援室》
経験豊富な専担者による企業再生に向けた
経営相談・経営指導

住宅資金借入者向け《ﾛｰﾝｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ》
専門チームによる、お客さまの状況の丁寧
かつ適切な把握

連携

ご相談

お申し込み

真摯・適切な

対応

※（

 

）内は金額ベースの比率
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創業６０周年記念事業創業６０周年記念事業

・埼玉県の各種基金への寄付
「グローバル人材育成基金」など４基金

・６０周年記念コンサートの開催

・埼玉県の各種基金への寄付
「グローバル人材育成基金」など４基金

・６０周年記念コンサートの開催

・記念配当の実施：期末配当10円増額

・通帳デザインのリニューアル

・制服のリニューアル

・海外研修の制度化（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の育成）

・記念配当の実施：期末配当10円増額

・通帳デザインのリニューアル

・制服のリニューアル

・海外研修の制度化（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ人材の育成）

・定期預金キャンペーン

・ローンキャンペーン

・定期預金キャンペーン

・ローンキャンペーン

街のために 笑顔のために

暮らしのために

・ＣＳの基本に立ち返ったお客さま対応
丁寧な接遇、待ち時間の短縮など

・積極的な地域貢献活動の展開

・ＣＳの基本に立ち返ったお客さま対応
丁寧な接遇、待ち時間の短縮など

・積極的な地域貢献活動の展開

お客さま感謝運動

More For You もっと、街・暮らし・笑顔のために

（埼玉県庁での贈呈式の模様）
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本日は、弊行会社説明会にご参加いただきまして

 誠に有り難うございます。

 
本日配布致しました資料に記述されている将来の

 業績予想及び未確定の目標値等は、経営環境の変

 化等に伴い変化し得ることにご留意ください。

本日の説明に関するご照会先

武蔵野銀行

 
総合企画部

 ℡

 
０４８－６４１－６１１１（代）

担当：松本・小池

（広報・ＣＳＲグループ）



0

資 料 編



1

資料編目次資料編目次

■埼玉県経済

埼玉県主要プロジェクト一覧

 
…

 
P2

圏央道の延伸効果

 
…

 
P3

埼玉県の魅力

 
…

 
P4.5

埼玉県の特徴①埼玉県の特性

 
…

 
P6

埼玉県の特徴②県内総生産

 
…

 
P7

埼玉県の特徴③県民所得

 
…

 
P8

埼玉県の特徴④事業所

 
…

 
P9

埼玉県の特徴⑤設備投資等

 
…

 
P10

埼玉県の農業①

 
…

 
P11

埼玉県の農業②

 
…

 
P12

埼玉県の医療

 
…

 
P13

埼玉県経済①全国順位

 
…

 
P14

埼玉県経済②人口遷移

 
…

 
P15

埼玉県経済③地価動向

 
…

 
P16

県内経済指標①販売指数等

 
…

 
P17

県内経済指標②消費支出等

 
…

 
P18 

圏内経済指標③生産指数等

 
…

 
P19

県内経済指標④その他

 
…

 
P20

■当行データ
プロフィール

 
…

 
P21

貸出金の推移

 
…

 
P22

預金等の推移

 
…

 
P23

有価証券の状況

 
…

 
P24

預り資産・自己資本の状況

 
…

 
P25



22

埼玉県主要プロジェクト一覧埼玉県主要プロジェクト一覧

《駅周辺の整備》
1.大宮駅周辺地区再開発事業
2.鉄道博物館周辺の整備
3.日進駅周辺地区開発事業
4.「西大宮駅」周辺地区開発事業
5.浦和駅周辺地区開発事業
6.武蔵浦和駅周辺地区開発事業
7.上尾駅東口市街地再開発事業
8.蕨駅西口地区再開発事業
9.武蔵野操車場跡地開発事業
10.越谷駅東口第一種市街地再開発事業
11.越谷レイクタウン特定土地区画整理事業
12.狭山市駅西口地区整備事業

《新都心の整備》
1.さいたま新産業拠点（SKIPシティ)の整備
2.本庄新都心地区整備

《新交通システム沿線の整備》
1.埼玉高速鉄道沿線の整備
2.つくばエクスプレス沿線の整備

《高速道路の整備》
1.圏央道IC等周辺の整備
2.三郷インターA地区の整備

《その他》
1.PFI事業
2.本田技研関連企業の集積

・三郷

・大宮

・越谷
・浦和

・本庄

・寄居

・小川

・狭山

・上尾

・蕨

・川越

•埼玉県内には、プロジェクトが目白押し
•埼玉県の格付

 

ＡＡ＋（安定的）

 

Ｒ＆Ｉ

•埼玉県内には、プロジェクトが目白押し
•埼玉県の格付

 

ＡＡ＋（安定的）

 

Ｒ＆Ｉ
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圏央道の延伸効果圏央道の延伸効果

圏央道の全線開通により、東名、中央、関越、常磐、
東関東などの各高速道と接続し、横浜港、成田空港
の他、新潟方面へのアクセスも格段に向上。埼玉県
は全国屈指の交通の要衝。

平成22年度は川島IC～桶川北本JCT間(延長5.7㎞)

 を開通（平成22年3月28日）

平成23年度は白岡菖蒲IC～久喜白岡JCT間(延長

 3.3㎞)を開通（平成23年5月29日）

埼玉県企業局は、平成19年度から圏央道沿線に

 おける産業団地整備事業に取組んでいる。

【先導モデル地区(第１次)】

・菖蒲南部産業団地

・川越第二産業団地

・騎西城南産業団地

【先導モデル地区(２次)】

・騎西城南産業団地

【先導モデル地区(３次)】

・北本中丸９丁目地区

•全国屈指の交通の要衝（平成２６年度中に県内全線開通予定）•全国屈指の交通の要衝（平成２６年度中に県内全線開通予定）
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埼玉県の魅力埼玉県の魅力

１.巨大なマーケットの中心に位置

１都6県と隣接、日本の人口の1/3（約4千万人を抱える）首都圏の巨大マーケット

２.交通網の発達

（１）発達した道路交通網

「関越」・「東北」・「常磐」自動車道がそれぞれ南北に縦断するとともに

 「東京外環自動車道」は東西に横断している。

（２）鉄道網の充実

大宮を基点とした「東北」・「秋田」・「山形」・「上越」・「長野」新幹

 線網により主要都市と直結している。

３.多種多様な製造業が集積

（１）多種多様な製造業

自動車関連産業を主体に多種多様な地場産業などがある。

 ⇒川口市(金型・鋳物)、さいたま市(光学機器)等
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埼玉県の魅力埼玉県の魅力

（２）埼玉県の企業誘致件数

埼玉県では、平成１９年４月から平成２２年３月まで「チャンスメーカー埼玉戦略」を展開。

目標１２０件

 

実績

 

１９２件（目標比

 

+７２件）

平成２２年度より「チャンスメーカー埼玉戦略Ⅱ」をさらに開始！（平成２２年４月から２５年３月まで）

目標１００件

 

実績

 

８６件（２３年９月時点）

４.大学・研究機関が集結

（１）埼玉県内250以上の研究機関が立地

（２）埼玉県内に59の大学キャンパスを有する

【当行の産学連携の取組（提携）】

・東洋大学

 

平成17年5月提携

・埼玉工業大学

 

平成18年3月提携

・立教大学

 

平成19年7月提携

・日本工業大学

 

平成19年11月提携

・西武文理大学

 

平成19年12月提携

・埼玉大学

 

平成21年10月提携

・埼玉県立大学

 

平成22年9月提携

５.東京に隣接しているものの地価が割安

出所:埼玉県

工業地・商業用地平均価格は、東京ばかりか、

神奈川県よりも割安
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴①①
 
～埼玉県の特性～～埼玉県の特性～

出所:埼玉県



7

埼玉県の特徴埼玉県の特徴②②
 
～県内総生産～～県内総生産～

■県内総生産は全国第５位

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴③③
 
～県民所得～～県民所得～

■県民所得は全国第５位

■１人当たり県民所得は全国第１０位

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴④④
 
～事業所～～事業所～

出所:埼玉県
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埼玉県の特徴埼玉県の特徴⑤⑤
 
～旺盛な設備投資・多様な製造業～～旺盛な設備投資・多様な製造業～

出所:埼玉県

【製造業の類型別構成比】

埼玉県は加工組立型産業（３７．７％）の割合が高く、３県の

 
中では、生活関連・その他型産業（３０．５％）の割合が最も

 
高い。全国的にみても、旺盛な設備投資意欲
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埼玉県の農業埼玉県の農業①①

出所：埼玉県
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埼玉県の農業埼玉県の農業②②

出所：埼玉県
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埼玉県の医療埼玉県の医療

埼玉県民の健康意識
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埼玉県経済埼玉県経済①①
 
～全国順位～～全国順位～

事 業 所 数 24.8万ヶ所

 
2006年7月

 
全国５位(東京、大阪、愛知、神奈川）

県 内 総 生 産

 
20.7兆円

 
2008年度

 
全国５位(東京、大阪、愛知、神奈川）

製造品出荷額等

 
12.2兆円

 
2010年度

 
全国６位(愛知､静岡､神奈川、大阪､兵庫）

県 民 所 得 20.8兆円

 
2008年度

 
全国５位(東京、神奈川、大阪、愛知)

出所：総人口、事業所数

 

総務省
県内総生産、県民所得

 

内閣府
製造品出荷額等

 

経済産業省
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埼玉県経済埼玉県経済②②
 
～人口遷移～～人口遷移～

301

387
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0

100

200

300
人口

  世  帯  

■埼玉県の移動人口■埼玉県内人口および世帯数

出所：国勢調査
出所：埼玉県

万人
万世帯

単位:人
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埼玉県経済埼玉県経済③③
 
～地価動向～～地価動向～

■基準地価（埼玉県）
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■公示地価（埼玉県）

毎年1月1日を基準とした県内全域の平均変動率の推移毎年7月1日を基準とした県内全域の平均変動率の推移
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～販売指数等～～販売指数等～
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出所：経済産業省、日本自動車販売協会連合会

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ

 

(http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■大型小売店販売額
対前年比の推移

■乗用車新車販売台数
対前年比の推移
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～消費支出等～～消費支出等～

■新設住宅着工戸数
対前年比の推移

■1世帯あたり消費支出額
対前年比の推移

出所：総務省、国土交通省

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ

 

(http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。
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～生産指数等～～生産指数等～

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ

 

(http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■鉱工業生産指数
対前年比の推移

■有効求人倍率
対前年差の推移

出所：経済産業省、厚生労働省、埼玉県
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～その他～～その他～

詳細につきましては、ぶぎん地域経済研究所のホームページ

 

(http://bugin-eri.co.jp)をご参照ください。

■消費者物価指数
対前年比の推移

■企業倒産
倒産件数の推移

出所：総務省、埼玉県、帝国データバンク



21

プロフィールプロフィール

■会社概要（23年9月末日現在）

設立

 

1952年（昭和27年）3月6日
本店

 

さいたま市大宮区桜木町一丁目10番地8
従業員数

 

2,228名
資本金

 

457億円
有人店舗

 

93か店（県内91、県外2)
店舗外ATM

 

119か所
ＡＴＭ・ＣＤ設置台数

 

480台

■店舗配置図

■経営理念
「地域共存」「顧客尊重」を永遠の企業理念とし、

 埼玉の地元銀行として総合金融サービスの向上に努

 め、地域経済・社会の発展に貢献する。

■埼玉県内金融機関の店舗数
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当行データ当行データ①①
 
～貸出金の推移～～貸出金の推移～
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当行データ当行データ②②
 
～預金等の推移～～預金等の推移～
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当行データ当行データ③③
 
～有価証券の状況～～有価証券の状況～
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当行データ当行データ④④
 
～預り資産・自己資本の状況～～預り資産・自己資本の状況～
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